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 開削トンネルの構築方法の一つである側壁盛替え工法は，切梁反力を施工途中の片持ち梁状態の側壁で

受け替えながら，土留め支保工を撤去して躯体を構築する方法である．本工法は，従来多く採用されてき

た内梁盛替え工法と比較して，コスト縮減・工期短縮・安全性の向上などが期待できる工法であるが，本

工法を用いる際の躯体応力度の評価方法については現在確立されていない．今回，本工法を適用する際の

設計手法として，側壁盛替えによる施工時応力がコンクリート特有のクリープ特性により緩和されること

に着目し，躯体完成後の長期間経過時における応力を合理的に評価する計算法を確立した．これにより，

各種メリットが期待できる側壁盛替え工法の積極的な採用が可能となった． 
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１．はじめに 
 

近年，地表面空間が過密化した都市部を中心に，

道路・鉄道等の交通ネットワークの更なる整備を目

的とした，地下空間における交通施設の建設が進め

られている．この際，近接する既設構造物の地盤利

用状況に応じて新規構造物が大深度化することが多

く，また，既設構造物が近接する条件下での施工と

なることから，土留め壁の変位量に対して厳しい制

限が設けられることが多い．したがって，このよう

な状況下での土留め工事においては，掘削時のみな

らず，掘削完了後の躯体構築・土留め支保工撤去の

過程についても，これまで以上に高度な設計・施工

管理が要求されている． 

現在，大規模・大深度構造物の構築過程における

土留め支保工撤去方法として，“内梁盛替え工法”

が多く採用されている．この工法は，既設切梁直下

まで本体構造物を構築した後，本体側壁部の土留め

壁側に盛替え梁を設け，さらに構造物内空側にも内

盛替え梁を設置することにより既設切梁を撤去する

ものである．ただし，本工法は，内盛替え梁の施工

に伴う工費の増大や安全性の低下等，幾つかの問題

点を有している． 

一方，これらの問題点を含まない支保工撤去方法

としては，“側壁盛替え工法”が挙げられる．本工

法は，“内梁盛替え工法”と同様に既設切梁撤去前

に本体側壁部の土留め壁側に盛替え梁を設置するも

のの，内空側の内盛替え梁を省略するものである．

このため，内盛替え梁の施工に要する工費の削減や

狭隘箇所での作業の低減が可能となっている．しか

し，側壁盛替え工法は，躯体構築時に側壁に作用す

る外力や将来に渡って残留する応力の評価など，そ

の躯体設計手法は現在確立されていない． 

本論文では，側壁盛替え工法の積極的な適用に向

けて確立した，コンクリートのクリープ特性に着目

した一連の躯体設計手法について記述する．また，

この設計手法を初めて開削トンネルに適用し，側壁

盛替え工法により躯体を構築した事例についても記

述する． 

 

 
2. 土留め支保工撤去方法の種類と特徴 

 
図-1 に，開削トンネル躯体構築時の土留め支保

工撤去方法を示す． 
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(1) 切梁残置切断工法 

掘削時に架設した切梁を残置した状態で構造物本

体を構築し，本体が完成した後に構造物内空側の切

梁を切断・撤去する工法である（図-1a）． 

この工法は，本体構造物を構築する際に土留め架

構の構造を変化させないため，土留め壁の応力およ

び変形に与える影響は小さい．一方で，①切梁切断

時の急激な応力解放により躯体側壁にクラックが生

じやすい，②切梁残置部の側壁鉄筋切断箇所が応力

上の弱点となる，③防水上の不連続面を作るため止

水性に劣る，等の短所がある．  
また，本工法は，土留め壁と躯体との離隔が十分

に確保される場合（概ね 800mm 程度以上 1））に適

用可能な工法である．このため，工事用地の縮小を

図り，その離隔を狭くする傾向にある最近の工事で

は，適用される機会が少なくなっている． 

 

(2) 内梁盛替え工法 

 既設切梁下まで側壁を構築し，躯体内空側に内盛

替え梁を架設した後に，切梁を撤去する工法である

（図-1b）． 
 本工法は，切梁残置切断工法と比較して側壁に貫

通材が存在しない分，品質上の弱点は少ない．しか

し，内梁の設置撤去工は狭所・高所作業となり安全

性に劣るほか，費用が嵩むうえ，工期も長くなり経

済的に不利となる． 
 また，内梁は側壁を介して設置されるため，①内

梁設置時に緩みを完全に取らないと側壁に過度な応

力を発生させてしまうこと，②内梁に対して側壁の

剛性が大きい場合，設置した内梁が十分に機能しな

いことが考えられること，等の問題点を有する． 
 

(3) 複数段同時撤去工法 

底版打設後，本体構造物の構築に支障となる切梁

を複数段同時に撤去する工法である（図-1c）． 
 本工法は，①作業スペースが十分に確保でき，施

工性に優れる，②本体構築時に躯体に外力が作用し

ない，③躯体の打継ぎ目が少なく止水性に優れた構

造物が構築できる，等の長所がある． 
 ただし，複数段の切梁を同時に撤去するため，土

留め壁の応力や変形が大きくなるという問題がある．

したがって，過大となる応力・変形量の対処として，

土留め仕様のランクアップを伴うことが多い．また，

土留め壁の変形に伴う背面地盤の沈下量が他の工法

と比較して大きくなることから，背面地盤沈下の制

限が厳しい都市部の開削工事への適用には十分な検

討を要する． 
 
(4) 側壁盛替え工法 

既設切梁下まで側壁を構築し，片持ち梁状態の側

壁で盛替えを行い，切梁を撤去する（図-1d）． 
 本工法は，剛性の高い側壁を利用して既設切梁の

撤去を行うため，土留め壁の応力・変形量に与える

影響が小さく，また内梁を設置する必要がないこと

から経済的で作業スペースも広く取れる． 
 しかし，施工時に本体構造物に外力を作用させる

こととなり，本体完成後も残留応力として影響を及

ぼすため，本工法を採用する場合には，残留応力の

影響について適切な評価が必要となる．この残留応

力を考慮した躯体の設計手法は，現在確立されてい

ないことから，本工法は一部の限定的な適用に留ま

っている． 
 
 
3. 側壁盛替え工法により構築した躯体に残留

する応力とその評価手法 

 
(1) 躯体に残留する応力の概念 

本体構造物構築過程において外力を作用させる場

合に躯体に発生する応力および将来的に残留する応

力の概念について述べる． 
 まず，土留め工法にて所定の深度まで掘削が完了

し，その時に土留め壁が土留め支保工にて支保され

ている状態（図-2a）を考える． 
 次に，側壁盛替えにより支保工撤去を行う場合，

本体構築の段階で底版を固定端とする片持ち梁状態

の側壁部に土留め支保工盛替え反力を作用させるこ

ととなる．これにより側壁部には，図-2bに示すよ

うに応力が発生する． 
その後，躯体に応力を発生させた状態のまま，頂

 

a.切梁残置切断工法 b.内梁盛替え工法 

c.複数段同時撤去工法 d.側壁盛替え工法 

側壁盛替え 複数段切梁撤去 

図-1 開削トンネル構築時の土留め支保工撤去方法

内盛替え梁 
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版構築による閉合が行われる．すなわち，図-2cに

示すように構造系が完成した後においても施工時に

発生させた応力が残留することとなる． 
そして，施工時に発生させた盛替え反力による応

力は，本体側部および頂版上部の埋戻しを経て，土

留め壁を介して作用する主働側圧が静止側圧に移行

する長期間に渡って残留することとなる（図-2d）． 
以上のように，側壁盛替えにより支保工撤去を行

う場合には，構築過程から長期間に渡って構造物に

応力を発生させることとなるため，本体構造物の安

全性を確認する上で各段階における応力の評価が必

要となる． 
 
(2) 残留応力の評価手法 

 躯体構築の途中段階で生じる応力の評価手法とし

ては，一般に次の３つの方法がある2)． 
a) 完全分離計算法 

施工時，完成後をそれぞれ単独に検討する手法で

あり，最も簡易な計算手法である．完成後の応力に

ついては，施工時の残留応力を考慮しない．この計

算法では，施工時に発生する応力が大きく，これに

よる完成後の残留応力が大きくなる場合については，

完成後の応力状態を過小評価することとなる． 
b) 逐次的分離計算法 
 施工時に発生する応力が躯体完成後の長期間に渡

って全く低減しないと仮定し，完成後の応力を施工

時応力と完成後の増加応力の重ね合わせにより評価

する手法である．施工時に発生する応力が将来に渡

って低減しないと仮定しているため，完成後の応力

が過大評価となることがある． 
c) 逐次計算法 
 構造系・荷重条件・支持条件の変化を一連の流れ

で追っていく計算手法である．施工時から完成後ま

での応力履歴を考慮した最も厳密な計算方法である

が，地中構造物の場合は計算が煩雑であり，必ずし

も実用的とは言えず実績も少ない． 
 

(3) 逐次的分離－クリープ応力緩和法 

前述の通り，現在一般的に行われている残留応力

の評価方法には，計算は簡便であるが完成後の応力

を過小あるいは過大評価する，厳密な方法であるが

計算が煩雑で実用的でない，等いずれの方法も長

所・短所を有している．このため，側壁盛替えを行

う場合の新たな評価手法として計算が比較的簡便で

あり，コンクリート特有のクリープ特性を取り入れ

ることにより，各施工段階における応力変化を忠実

に捉えることが可能な“逐次的分離－クリープ応力

緩和法”を考案し，その設計を試みることとした． 
今回考案した残留応力評価法の概要を図-3に示

す．本手法は，構造系完成後の部材のクリープ変形

に伴い施工時応力が変化することを考慮した躯体の

応力評価手法である．施工時において側壁に作用す

る盛替え反力は，構造系完成後の長期間に渡って持

続的に作用し続けるため，この反力が作用する側壁

部ではクリープ変形を生じる．このように，側壁盛

替えにより部材にクリープ変形が発生するとき，構

造系完成前ではこの変形に伴う応力の変化は生じな

いが，構造系完成後にはこの変形量に応じて部材の

 

図-2 側壁盛替えにより躯体に残留する応力の概念図 

M
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応力分布が変化することとなる3),4)．すなわち，構

造系完成前の片持ち梁状態の側壁部に発生した応力

は，構造系完成後，クリープ変形の進行に伴い両端

固定梁状態の応力分布に近似する形で変化していく

（図-3a）．本手法では，完成後の長期間経過時に

おける応力状態（図-3c）の評価は，上記のクリー

プ変形に伴い変化した主働側圧による残留応力

（図-3a）と完成後の増加側圧による応力（図-

3b）の重ね合わせにより行う．ここで，完成後の

増加側圧とは，施工時に土留め壁を介して作用する

主働側圧と将来的に本体構造物に作用する静止側圧

との差分の側圧を指す． 
以上のように本手法は，施工時の残留応力と完成

後の増加応力をそれぞれ別に計算し，構造物完成後

の長期間経過時における応力状態をこれらの重ね合

わせにより評価する“逐次的分離計算法”の一手法

である．しかしながら，その応力評価の手法はコン

クリートのクリープ特性を取り入れたものであり，

構造物構築過程における応力変化をより忠実に表現

しようとするものである． 
 
 
4. 逐次的分離‐クリープ応力緩和法による 

躯体の設計 

 
(1) 検討方法 

側壁盛替え工法を採用した場合の常時荷重に対す

る躯体の検討フローを図-4に示す．本体構造物の

照査は，“盛替え時”（片持ち梁状態の側壁で盛替

えを行った時点）と“長期間経過時”（構造系が完

成し，主働側圧が静止側圧に変化する時点）の2つ
の時点で行う． 

まず，盛替え時の検討では，側壁盛替えを行う際

に作用する盛替え梁反力を土留め計算により算出し，

この反力を用いて片持ち梁状態の側壁に発生する応

力と底版の応力の評価を行う．その後，この応力に

基づいて部材の仕様を決定する． 

次に，長期間経過時の検討について述べる．長期

間経過時の検討では，前章に記述したようにその応

力状態を施工時の“主働側圧による残留応力”と完

成後の“増加側圧（＝静止側圧－主働側圧）による

応力”との和として評価する． 
ここで，施工時の残留応力については，側壁コン

クリート打設から構造物完成後長期間経過時までの

躯体構築履歴，期間および使用するセメントの種類，

等に基づいたコンクリートのクリープ特性を評価し

たうえで算出する．また，完成後の増加側圧による

応力については，将来的に作用することとなる静止

側圧と施工時から作用している主働側圧の差分の側

圧を骨組み構造計算モデルに与えて評価する．この

ように長期間経過時の検討では，施工時の残留応力

と完成後の増加応力を個別に算出し，両者の和によ
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り長期間経過時の応力を評価して応力度照査を行う．

この応力度照査は，盛替え時の検討で決定した部材

仕様に対して行うものとし，発生する応力度が許容

値を満足しない場合には補強鉄筋の検討を行う． 
一方，地震時についても上記の長期間経過時の検

討と同様に，側壁盛替えにより発生させた残留応力

の影響を考慮する必要があると考えられる．したが

って，地震時については，この残留応力を考慮した

初期応力状態の下で地震時荷重を作用させた検討を

行うものとする． 

次節以降に，本検討方法を実際の道路トンネルに

適用し，側壁盛替えを行った結果について述べる．

なお，この構造物では，部材仕様が地震時の検討で

決定されていないことから，部材仕様決定ケースで

ある常時の検討結果について記述する． 

 

(2) 検討対象構造物の概要 

検討は，阪神高速道路淀川左岸線Ⅰ期の島屋第2
工区における開削トンネルを対象として行なった． 

本工事では，当初，躯体構築方法として内梁盛替

え工法が計画されていたが，施工性・経済性の向上

を目的として，側壁盛替え工法の適用について検討

を行うこととした．以下に，構造物の概要を示す． 
構 造 形 式：頂版ストラット型2連ボックス構造 
構造物規模：延長255m，幅26.4m，高さ9.8m 

（図-5） 

掘 削 深 度：11.85m 

また，表-1に本構造物の各部位における使用材

料を示す． 
本工事では，図-6に示すように，掘削過程で発

生した支保工反力を底版・側壁で受け替えながら既

設切梁を撤去して躯体を構築する．側壁盛替えは，

底版天端から高さ3.1mと5.1mの2箇所に盛替えコン

クリート梁を設置して行い，検討は側壁および底版

に対して行った． 
 
(3) 盛替え時における躯体応力度照査 

まず，盛替えを行う片持ち梁状態の側壁に荷重が

作用する場合に発生する変位量と荷重との関係に基

づき，各盛替え位置における側壁のバネ値を評価す

る．そして，このバネ値を用いて土留め弾塑性計算

法により盛替え梁反力を算出することとした． 
側壁の応力は上記盛替え梁反力を片持ち梁モデル

に作用させて算出し，底版の応力は底版を梁，地盤

を弾性バネとしたモデルに側壁下端で発生する荷重

および曲げモーメントを与えて算出した． 
盛替え時における応力度照査結果を表-2に示す．

照査の結果，側壁盛替えにより発生する側壁および

底版の曲げ・せん断応力度は，両者とも原設計の配

筋仕様で許容応力度を満足することが確認された． 
 
(4) 長期間経過時における躯体応力度照査 

躯体完成後の応力度照査時期は，土留め壁を介し

て躯体に作用する側圧が主働側圧から静止側圧に変

化する時期とする．主働側圧が静止側圧に変化する

期間は躯体構築完了後4年～5.5年5)という報告に基

 

表-1 構造物の使用材料 

 

図-5 トンネル構造一般図 

図-6 対象構造物の側壁盛替え位置

掘削完了時 側壁盛替え時 

側　壁　部 底　版　部

ｾﾒﾝﾄ種類 低熱ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ 高炉ｾﾒﾝﾄB種

設計基準強度 σck=30 N/mm
2 σck=24 N/mm

2

種　類 SD345 同左

外側引張鉄筋 D29@125 D25@125

内側引張鉄筋 D22@125 同左

せん断補強筋 D16@250 同左

ｺﾝｸﾘｰﾄ

鉄　筋
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づき，ここではこの応力度照査時期を躯体構築完了

後5.5年（2,000日）とした．すなわち，側壁盛替え

により発生した施工時の応力（盛替え時応力）が，

主働側圧から静止側圧に移行するまでの期間（5.5
年間）においてクリープにより応力緩和される量を

算出し，長期間経過時に残留する応力を評価する．

ここで，残留応力を算出する際に必要となるクリー

プ係数の評価には，式(1)および(2) 6)を用いること

とした． 
 
 

(1) 

 
 

(2) 

 
 

ここで，φ(t, t0)：クリープ係数，t0および t：荷

重載荷時およびクリープ係数算出時の材齢(日)，

φd 0：遅れ弾性ひずみに対するクリープ係数(=0.4)，
βd (t－t0)：遅れ弾性ひずみの進行度を表す係数，

φf 0：荷重除荷時に回復しないひずみに対するクリ

ープ係数，βf ( t )：材齢および部材の仮想厚さに関

する係数，α：セメント種類に基づく積算温度補正

係数，T：コンクリートの温度(℃)，Δt’：コンク

リート温度がT(℃)である期間の日数(日)である． 

クリープによる応力緩和を考慮した主働側圧によ

る側壁の残留応力算出結果を図-7に示す．この結

果より，躯体完成直後に発生している側壁の応力は，

曲げモーメント・せん断力ともに側壁部材のクリー

プの進行に伴って減少し，側壁盛替えを行わない場

合の応力分布に近似していくことがわかる．すなわ

ち，クリープにより側壁の応力は，曲げモーメン

ト・せん断力ともに主働側圧から静止側圧に移行す

るまでの期間（躯体完成2,000日後）に約60%まで

減少する． 
長期間経過時（躯体完成2,000日後）の応力算出

結果と応力度照査結果を図-8および表-3に示す． 
この結果，躯体完成2,000日後の応力は，側壁盛替

えを行わない当初設計の応力（静止側圧による応

力）と比較して，曲げモーメントは側壁で1.5倍，

底版で1.7倍，せん断力は側壁・底版ともに1.2倍に

増加していることがわかる．すなわち，この増加量

が側壁盛替えにより躯体構築時に外力を作用させた

影響であると言える． 
次に，表-3に示す応力度照査結果に着目する．

応力度照査の結果，表-3の左に示すように，長期

間経過時における側壁および底版の鉄筋応力度は，

原設計配筋ではそれぞれ許容値を満足しない結果と

なった．このため，これらの過大な曲げ応力度に対

する対処として表-3の右に示すように側壁および

底版の鉄筋を補強（側壁：D19@125を2段目配筋と

して追加，底版：D25@125からD29@125へサイズ

アップ）することとした． 
以上の検討を踏まえて，当初計画されていた内梁

盛替え工法と側壁盛替え工法の支保工撤去時におけ

る工費について比較した結果を表-4に示す．この

結果，側壁盛替え工法では，盛替えの影響による応 
力の増加分をわずかな補強鉄筋で対処することがで 

  

)(),( 000 tttt dd −= ･βφφ

)}()({ 00 tt fff ββφ −+

30
)10(

0
tTtt
′+

=
･ΔΣ

α･又は
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τm=0.13 ＜ 0.39N/mm2   ...OK
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図-7 主働側圧による残留応力のクリープ緩和

クリープの進行

に伴いせん断力

が緩和 

 【当初設計配筋】 側壁：D29@125［外側鉄筋］

            底版：D25@125［外側鉄筋］

表-2 盛替え時の応力度照査結果 
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きたため，内梁設置・撤去費用，躯体構築費用を含

めて経済性に優れることが確認できた．また，側壁

盛替え工法の採用により，内梁設置・撤去工を省略

できたほか，写真-1に示すように躯体構築時にお

いて躯体内空部の作業スペースが広く取れたため，

躯体構築作業（鉄筋工，型枠支保工等）の施工性お

よび安全性の向上が図れた．これにより，躯体構築

に要する期間についても当初計画されていた1年8
ヶ月のうち約2ヶ月間短縮することができた． 

以上のように，本工事において側壁盛替え工法

のコスト・工期および安全性に対する優位性を確認

することができた． 

図-8 長期間経過時時の断面力 

※ 表中の（ ）は原設計断面力に対する増加比率を示す．
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表-3 長期間経過時（躯体完成 2,000 日後）の応力度照査結果 

表-4 内梁盛替え工法と側壁盛替え工法の工費比較 

概要図

内梁設置･撤去工 0.63

１段目内梁賃料 0.17

２段目内梁賃料 0.20

合　　計 1.00 合　　計 0.37

工期 内梁設置･撤去工 75日 補強鉄筋組立工 20日

工費
0.37補強鉄筋(材工)

内梁盛替え工法 側壁盛替え工法

内梁盛替 補強鉄筋を配置(表-3)

※ 上表の工費には，盛替え工以外の工費および設計費は含まない． 
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5. おわりに 
 
 本論文では，側壁盛替え工法により構築する開削

トンネルの躯体設計手法として“逐次的分離－クリ

ープ応力緩和法”を紹介するとともに，実際の開削

トンネル工事に適用した事例について記述した． 
 当工事では，側壁盛替えを行った際の躯体の健全

性と長期間経過時における躯体の応力状態の変化を

確認することを目的として計測工を実施している．

計測の結果，頂版構築までの過程において，躯体応

力の設計値と計測値がほぼ一致していることを確認

しているが，今後も構造系完成後における増加側圧

やクリープによる躯体応力の変化を確認するために，

引き続き計測工を継続していく予定である． 
 今後，開削トンネルをはじめとする各種地下構造

物の建設工事において，コスト縮減・工期短縮等を

図る手段として側壁盛替え工法の積極的な採用が望

まれるが，本論文がその一助となれば幸いである． 
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写真-1 躯体構築状況写真  

内梁盛替え工法 側壁盛替え工法 
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